
3.社会

　3.1.　現代用語

　　3.1.1.　ＳＥＯ（Search Engine Optimization）
　　　　　検索エンジンの上位に自分のWebページが表示されるように工夫すること。また、その為の技術。
　　　　　「検索エンジン最適化」などとも呼ばれる。検索エンジンは登録されているWebページをキーワードに
　　　　　応じて表示するが、企業などでは表示順位を上げるための試みを行っている。

　　3.1.2.　ワンセグ
　　　　　携帯端末向け地上デジタル放送の略称。１セグメント放送の略。日本の地上デジタル放送は１３セグメン

　　　　　トに分割されているが、そのうちの１つのセグメントを使って放送される。

　　3.1.3.　ロハス（Lifestyales Of Health And Sustainability）
　　　　　健康と持続可能性（環境配慮）を志向するライフスタイル。日本には２００２年に紹介された。マーケティ

　　　　　ングの観点から、大量生産・大量消費による環境破壊と健康被害を防ぎ、快適な環境で健康によい暮ら

　　　　　しを送る意欲の高い消費態度としてとらえられる。

　　　　　アメリカの社会学者ポール・レイと心理学者シェリー・アンダーソンが提唱した。アメリカの約３０％が

　　　　　ロハス消費者とも言われる。

　　3.1.4.　ＰＳＥマーク
　　　　　家電製品などの安全確保のための電気用品安全法で、メーカーや販売業者が製品に付けることを義務

　　　　　付けられた、国の安全基準に適合していることを示すマーク。テレビや冷蔵庫、洗濯機など２５９品目は、

　　　　　マークのない製品販売を認めた猶予期間が平成１８年３月３１日に切れた。

　　　　　電気用品安全法は通称「電安法」、もしくはＰＳＥ法と呼ばれる。平成１３年４月に施行。十分な情報を

　　　　　伝えないまま、平成１８年４月以降、ＰＳＥマークのない製品販売を禁止する措置をとろうとしたが、消費

　　　　　者や関係業者の激しい反対運動に合い、規制が緩和された。

　　3.1.5.　Ｗｉｎｎｙ
　　　　　インターネットを通じて、個人のパソコンに所有している音楽、写真、映像などのデータを、ユーザー同

　　　　　士が共有し、交換し合う「ファイル交換ソフト」の一種。特定のサーバーを使わないため匿名性が高く、

　　　　　現状では一度流出したファイルを完全に削除・回収することは出来ない。

　　3.1.6.　コンピューターウィルス
　　　　　ウィルスのついたメールを送り付け、狙った相手のコンピューター機能を麻痺させる。

　　3.1.7.　プライバシー情報の漏洩
　　　　　コンピューターに進入して、個人情報を盗み出したり、みだりに公開したりする。

　　3.1.8.　ネットオークション詐欺
　　　　　インターネットのオークションで出品者に成り済まし、金額を振り込ませて発送しない。

　3.2.　在日米軍再編

　　3.2.1.　２プラス２
　　　　　在日米軍再編に関しての事項は、日米安全保障協議委員会（２プラス２）の協議によって決められる。

　　　　　２プラス２とは、日本側から外務大臣と防衛大臣（旧防衛庁長官）、アメリカ側から国務長官と国防長官

　　　　　が出席する。



　　3.2.2.　米海兵隊のグアム移転の費用
　　　　　沖縄の第３海兵遠征軍司令部の要因をグアムなどへ移転させることが決定したが、移転の経費は、

　　　　　大部分を日本が負担するようにと、アメリカから要求があった。この移転では、費用総額１０２億７０００万

　　　　　ドルのうち、日本が５９％に及ぶ６０億９０００万ドルを負担する。

　　3.2.3.　普天間飛行場の移転先
　　　　　普天間飛行場の移転先は、沖縄県名護市のキャンプ・シュワブ。沖縄住民は代替施設が県外に建設さ

　　　　　れることを希望したが、遠距離につくることは機能的でないという判断がアメリカ側にあった。

　　3.2.4.　空母艦載機部隊の移転先
　　　　　岩国市では２００６年３月、米海軍厚木基地所属の空母艦載機部隊の受け入れ賛成か反対かを問う住

　　　　　民投票が行われ、反対派が賛成派を大きく上回った。当時の井原勝介岩国市長は反対派の代表として

　　　　　市議会などの賛成派や国側と争ったが、２００８年２月１０日の市長選で自民党衆議院議員であった福

　　　　　田良彦候補に僅差で敗れた。

　　3.2.5.　不安定な弧
　　　　　在日米軍再編は、「不安定な弧」と呼ばれる地域に対して、在日米軍が自衛隊とともにすみやかに対応

　　　　　できる体制を整えることが目的のひとつである。「不安定な弧」とは朝鮮半島、台湾、東シナ海からインド

　　　　　中東にかけての地域をいう。アメリカはテロや大量破壊兵器の温床として警戒している。

　3.3.　介護保険

　　介護保険とは、市町村又は特別国住所を有する、４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者及び６５歳以上の

　　者を被保険者とする保険で、２０００年４月に導入された。運営主体である市町村及び特別区に介護保険の

　　適用を申請すると、要介護認定が行われ、その必要度に応じて介護サービスを利用できる。運営費用は

　　１０％を利用者が負担、残りを国・地方自治体・介護保険料として被保険者が払う費用で賄う。介護保険法が

　　国会の審議を経て２００５年６月に改正され、一部を除き、２００６年４月から施行される見込みである。

　　介護保険給付の対象…第１号被保険者、第２号被保険者が、入浴、排泄、食事等の日常生活において介護

　　　　を必要とする状態（要介護状態）にあるか、もしくは虚弱な状態であって「要介護状態」になるおそれがあ

　　　　る場合には、保険給付の対象となる。

　　介護保険利用のための手続き…介護を必要とする者が自分の意志で、利用するサービスを選択、決定する。

　　　　まず、「要介護状態」に該当するか、また介護がどの程度必要なのかについて、市町村や特別区（保険

　　　　者）が行う要介護認定を受ける。要介護認定の結果に不服がある場合は、都道府県に設置された審査

　　　　機関に不服申し立てを行うことができる。要介護認定の結果を踏まえ、サービスを利用する。

　　介護保険のサービスを利用した場合の自己負担…介護サービス費用の１割を利用時に負担する。なお、

　　　　施設に入所する場合には、平均的家計における食費が利用者の負担になった。

　　補足：

　　　　・介護保険法改正…１９９７年１２月に定められた介護保険法は、２００５年６月に改正された。この改正によ

　　　　　　　　り、介護予防サービスの導入や施設入所の際の食費、住居費の自己負担が決められた。また、介

　　　　　　　　護予防サービスなどについて相談できる地域包括支援センターが設置されることとなった。

　　　　・介護予防サービス…高齢者が要介護状態になったり、状態が悪化して寝たきりになったりしないよう、あ

　　　　　　　　らかじめ予防対策を行うサービスのこと。たとえば、転倒により骨折して、要介護状態にならないよう

　　　　　　　　に、簡単なゲームなどを交えた体操を行い、普段から筋肉を動かし、運動能力が低下しないよう配

　　　　　　　　慮するサービスなどがある。

　　　　・地域包括支援センター…人口２万～３万人に１ヵ所。全国で５０００～６０００ヵ所に設置される予定。

　　　　　　　　保健師、看護師、社会福祉士などが配属される。



　3.4.　環境問題の取り組み

　　3.4.1.　クールビズ

　　　　　「ＣＯＯＬ　ＢＩＺ　クール　ビズ」とは、エアコンの温度設定を２８℃にしたオフィスで快適に過ごすための、

　　　　　夏のノーネクタイ・ノー上着ファッションの名称である。

　　　　　クール　ビズは２００５年（平成１７）年の夏より、政府の呼びかけにより始められた。目的は、エアコンの

　　　　　冷房の設定温度を２８℃にして、温室効果ガスを削減すること。２００５年のクール　ビズ効果については、

　　　　　約４６万トンの二酸化炭素を削減できたと推計される。

　　3.4.2.　３Ｒ政策

　　　　　経済産業省が提唱する、循環型社会形成のための３Ｒ政策の「３Ｒ」とはリデュース（廃棄物の発生抑

　　　　　制）、リユース（再使用）、リサイクル（再利用）である。

　　3.4.3.　ＬＯＨＡＳ

　　　　　ＬＯＨＡＳとは、”Lifestyles Of Health and Sustainability”の略で、健康と持続可能性（環境配慮）を志向
　　　　　するライフスタイルでアメリカで盛ん。

　　3.4.4.　チーム・マイナス６％

　　　　　京都議定書での日本に割り当てられた目標は、二酸化炭素など温室効果ガスの排出量を６％削減する

　　　　　こと。

　　3.4.5.　もったいない精神

　　　　　「もったいない」という日本語に注目したのは、ケニアの環境副大臣ワンガリ・マータイである。マータイ氏

　　　　　は環境分野で初のノーベル平和賞を受賞した人物で、環境保護のマザー・テレサといわれる。

　　3.4.6.　スローフード運動
　　　　　素材、料理、食事の場を見つめ直す、イタリアのNPO運動が発祥のライフスタイル。

　　3.4.7.　ウォーム　ビズ

　　　　　夏に行うクール　ビズに対して、冬に行う環境にやさしいビジネススタイル。寒い時は服を着て、暖房に

　　　　　頼り過ぎないようにする。暖房設定温度を２０℃に設定、温室効果ガスの削減に取り組む。

　　3.4.8.　京都議定書

　　　　　地球温暖化防止のために、温室効果ガスの削減目標などを定めた議定書。１９９７（平成９）年１２月に

　　　　　京都で開かれた会議において採択され、２００５年２月に発効した。しかし、アメリカが参加せず、削減目

　　　　　標にも無理があるなど、今後の課題が残される。

　3.5.　国際情勢

　　・世界貿易機関（ＷＴＯ）の新ラウンド（多角的貿易交渉）を推進するため、２００５年４月にタイや中国などアジ 

　　　アの６カ国・地域の閣僚らが来日し、アジア閣僚級会合が行われた。

　　・イラク暫定国民議会は２００５年４月、大統領１人と副大統領２人で構成される「大統領評議会」の選出を行

　　　い、大統領に、クルド人政党「クルド愛国同盟」のジャラル・タラバニ議長を選出した。

　　・日本とメキシコの自由貿易協定が２００５年４月１日に発効した。これは、日本にとって農産物の自由化を含

　　　んだ初の本格的自由貿易協定であり、一方メキシコにとってアジアを対象にした初の自由貿易協定である。

　　・インドのシン首相とパキスタンのムシャラフ大統領は、２００５年４月、インドで会談し、両国関係の正常化に

　　　向けて、人とモノの交流を促す「信頼醸成措置」の強化で合意した。



　　・２００５年４月にヨハネ・パウロ２世が死去したため、コンクラーベが行われ、第２６５代ローマ教皇にヨゼフ・

　　　ラッツインガー枢機卿が選出され、ベネディックト１６世を名乗ることになった。

　　補足：

　　　　　・世界貿易機関（WTO）…WTOはWorld Trade Organizationの略。加盟国間の貿易問題の解決をはか

　　　　　　る機関。GATT（ガット）にかわって、１９９５年よりスタートした。

　　　　　・クルド人…イラク・イラン・トルコの３国に分布している民族。２，５００～３，０００万人。７世紀以来、独立

　　　　　　したことがなく、独立運動も行われている。サダム・フセイン政権下では迫害されていた。

　　　　　・シーア派…イスラム教で、ムハンマドの後継者をアリーとする宗派。スンニ派と対立。イラクでは、人口

　　　　　　の約６０～６５％を占める。イラクのスンニ派は約３２～３７％。イランでは９５％がシーア派となる。

　　　　　・カシミール…インド北西部、パキスタン北東部に位置する地方で、両国の紛争地。１９４９年以来、東を

　　　　　　インド、西をパキスタンが実行支配している。

　　　　　・コンクラーベ…教皇選出会議のことをいう。３分の２以上の表を得た候補者が新しい教皇に選出される。


